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令和 年 月 日

事業計画変更認可申請書
事業計画変更届出書
施行規則に基づく届出書

①主たる事務所 ⑧利用運送の業務の範囲

②営業所 ⑨利用運送の保管施設

③休憩・睡眠施設 ⑩利用する事業者の概要

④自動車車庫 ⑪事業の休止

⑫事業の廃止

⑬氏名・名称又は住所

⑥利用運送を行うかどうかの別 ⑭役員

⑦利用運送の営業所 ⑮その他

(役職) (氏名)

（　申請者　　・　　代理人　　の別　）

(担当者氏名)

(電話番号) (Fax番号)

(メールアドレス)

（官庁使用欄）

受付

住 所 (〒)

一般貨物自動車運送事業の
（特別積合せ貨物運送を除く）

住 所 (〒)

変更・届出事項

（変更・届出の理由、届出事由の発生の日）

⑤各営業所に配置する事業用自動車の
　 種別ごとの数

(フリガナ)

代 表 者

申 請 者

（運輸局） （支局）

東 北 運 輸 局 長

岩 手 運 輸 支 局 長
殿

連 絡 先

代 理 人

電話番号
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※変更に係る項目のみ記載すること

別紙１-１

①
主たる事務所

新

名称 郵便番号

位置

旧

名称 郵便番号

位置

変更・届出事項

電話番号 （　　　　　　　　　　）

電話番号 （　　　　　　　　　　）

②
営業所

新

名称 郵便番号

位置

旧

名称 郵便番号

位置

電話番号 （　　　　　　　　　　）

電話番号 （　　　　　　　　　　）

旧

休憩 ㎡ 睡眠

③
休憩・睡眠施設

（　　　　　　）営業所

新

休憩 ㎡ 睡眠 ㎡ 休憩睡眠

㎡ 休憩睡眠 ㎡

位置

㎡

位置

位置

④
車庫

（　　　　　　）営業所
第１車庫

新

収容能力 （有蓋） （無蓋）

旧

収容能力 （有蓋） （無蓋） （合計） 道路幅員

（合計） 道路幅員

旧

収容能力 （有蓋） （無蓋）

位置

④
車庫

（　　　　　　）営業所
第２車庫

新

収容能力 （有蓋） （無蓋） （合計）

（合計） 道路幅員

位置

道路幅員

位置

位置

④
車庫

（　　　　　　）営業所
第３車庫

新

収容能力 （有蓋） （無蓋）

旧

収容能力 （有蓋） （無蓋） （合計） 道路幅員

（合計） 道路幅員

位置

④
車庫

（　　　　　　）営業所
第４車庫

新

収容能力 （有蓋） （無蓋） （合計） 道路幅員

位置

旧

収容能力 （有蓋） （無蓋）

⑤
各営業所に配置す
る事業用自動車の

種別ごとの数

新 別紙２のとおり

旧 別紙２のとおり

（合計） 道路幅員

位置
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※変更に係る項目のみ記載すること

別紙１-２

⑥
利用運送を行うか

どうかの別

新 する　　　　・　　　　しない

旧 する　　　　・　　　　しない

変更・届出事項

位置

電話番号 （　　　　　　　　　　）

電話番号 （　　　　　　　　　　）

⑧
利用運送の
業務の範囲

新 一般事業　　　　・　　　　宅配便事業

旧 一般事業　　　　・　　　　宅配便事業

位置

旧

名称 郵便番号

⑦
利用運送の営業所

新

名称 郵便番号

面積

位置

⑩
利用する

事業者の概要

新

名称 事業の種類

⑨
利用運送の
保管施設

新

構造及び付帯設備 面積

位置

旧

構造及び付帯設備

⑪
事業の休止 休止予定日　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

⑫
事業の廃止 廃止予定日　令和　　年　　月　　日

新

住所

旧

名称 事業の種類

住所

届出内容（　　　　　　　　　　　　）

⑮
その他

旧

氏名・名称

住所

氏名・名称

住所

役職

旧

⑬
氏名・名称又は住所

⑭
役員

新

氏名 役職 氏名

役職

役職 氏名 役職 氏名

氏名 役職 氏名

役職 氏名 役職 氏名
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１.各営業所に配置する事業用自動車の種別ごとの数

普通自動車

営業所

営業所

営業所

営業所

霊きゅう自動車

営業所

営業所

営業所

営業所

２.変更する自動車の明細

営業所 kg

営業所 kg

営業所 kg

営業所 kg

営業所 kg

営業所 kg

営業所 kg

営業所 kg

営業所 kg

営業所 kg

※内訳には、普通自動車にあっては普通・小型・牽引・被牽引の別、霊きゅう自動車にあっては宮型・洋型・バン型・バス型の別

を記載すること

３.増減車予定日

令和　　年　　月　　日から実施する。

別紙２（⑤の場合）

所属営業所

 増 ・ 減 

 増 ・ 減 

 増 ・ 減 

最大積載量 車体の形状 登録番号又は車台番号

新 旧

普通 小型 牽引 被牽引 計 普通 小型 牽引 被牽引 計

合計

所属営業所 増・減車の別

 増 ・ 減 

内訳 車名 年式

 増 ・ 減 

 増 ・ 減 

 増 ・ 減 

 増 ・ 減 

 増 ・ 減 

 増 ・ 減 

所属営業所
新 旧

宮型 洋型 バン型 バス型 計 宮型 洋型 バン型 バス型 計

合計
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４.自動車車庫の位置及び収容能力並びに増車後の車庫必要面積

(1)自動車車庫の位置及び収容能力

【 】営業所

㎡

㎡

㎡

㎡

(2)車庫別収容車両明細

普通自動車

㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 両

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 両

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 両

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 両

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

霊きゅう自動車

㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 両

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 両

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 両

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 ㎡ × 両 両

㎡ ㎡ ㎡ ㎡ ㎡

※各種別の1台あたりの所要面積は参考値です。

※車庫の面積に余裕がない場合は、車両明細書及び車両配置図を添付して下さい。

別紙３　（⑤増車の場合）

位置 収容能力 (X)

所属営業所名

第
1
車
庫

第
2
車
庫

第
3
車
庫

第
4
車
庫

第
4
車
庫

配置車両及び所要面積

36

36

Y / X × 100 (%)

第
1
車
庫

第
2
車
庫

第
3
車
庫

普通 小型 牽引 被牽引 計 (Y)

38

38

38

36

11 27 36

27

11 27

11 27

配置車両及び所要面積
Y / X × 100 (%)

宮型 洋型 バン型 バス型 計 (Y)

%

%

%

%
38

11

第
2
車
庫

14 14

%
13 20第

1
車
庫

14 14

%
13 20

第
4
車
庫

14 14

%
13 20第

3
車
庫

14 14

%
13 20
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２．　添付書類について

※１ ②は、様式１-１及び１－２

④は、営業所と車庫が併設していない場合にあっては、様式１-１（収容能力のみの変更の場合を除く）

※２ 写真については、申請時において特段の事情により提出できない場合は、事後的に提出すること。

※３ ②は、営業所の新設（増設に限る）の場合

④は、車庫の新設、位置変更（収容能力の拡大を伴うものに限る）の場合

⑥は、新たに利用運送を行う場合

※４ 譲渡譲受、合併又は分割の終了について届出する場合にあっては、

・各種手続きを終了したことを証する書類

・事業用自動車として登録手続きを済ませた自動車検査証及び任意保険の写し

・労働保険／保険関係成立届（写）、（健康保険・厚生年金保険）新規適用届（写）など社会保険等に加入した員数がわかるもの

※５ ⑤は、新たに普通自動車又は霊きゅう自動車を配置しようとする場合にあっては、運賃・料金の届出の提出を行うこと

作成にあたっての留意点

１．この様式は、一般貨物自動車運送事業用に作成されたものです。他の業種を含めて⑬氏名・名称又は住所、⑭役員の変
更を届出する場合は、「貨物流通事業者の氏名の変更の届出等の一本化した提出の手続を定める省令」に基づく様式により
届出することもできます。

届出事項によって必要な書類

②④⑤⑥※３

項目番号

車庫前面道路の道路幅員証明書又は、幅員が車両制限令に抵触しないことを証する書類
（※前面道路が国道の場合は除く）

②④※１

②③④⑦

②③④⑦

②③④⑦※２

④

添付書類

事業用自動車の運行管理の体制を記載した書類　【様式１-１及び１－２】

事業の用に供する施設の使用権原を有することを証する書類
（自己所有の場合は不動産登記簿謄本等、 借り入れの場合は賃貸借契約書の写し等）

都市計画法等関係法令の規定に抵触しないことを証する書類　【様式例１】

営業所・車庫・休憩睡眠施設の案内図、見取図、平面（求積）図、写真

⑤は、事業計画変更認可申請により各営業所に配置する事業用自動車の種別ごとの数を変更する場合
※変更後の事業用自動車の数が最低車両数を割る場合を除く

事業用自動車の数の変更（増車に限る）に係る宣誓書　【様式例２】

法令遵守の宣誓書　【様式例３】

保管施設の面積、構造及び付属設備を記載した書類

利用する事業者との運送に関する契約書の写し

⑨

⑩

⑮※４

⑤

⑭ 貨物自動車運送事業法第５条（欠格事由）のいずれもに該当しない旨の宣誓書(新任役員)　【様式例４】
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○ 社内規程等により法令以上の保存期間を定めている場合、当該規程に基づいて取り扱ってください。

帳票名 根拠法令 作成・取得時期、保存期間

運送契約締結時の書面
施行規則 第13条の3第3項

 〃   第13条の7第3項

書面の交付から1年間

（PDFや電子メール等での記録・保存も可）

実運送体制管理簿
※貨物を全て自社で実運送する場合は作成不要

事業法 第24条の5第1項
運送の完了から1年間

（PDFや電子メール等での記録・保存も可）

点呼記録 安全規則 第7条
運行終了後1年間

（勤怠管理にも用いる場合は5年間）

業務記録（運転日報） 安全規則 第8条
運行終了後1年間

（勤怠管理にも用いる場合は5年間）

運行記録計

デジタコ、チャート紙
安全規則 第9条

運行終了後1年間

（勤怠管理にも用いる場合は5年間）

事故記録、事故報告書
安全規則 第9条の2

解釈及び運用 第9条の2
事故発生日から3年間

運行指示書 安全規則 第9条の3 正副ともに運行終了後1年間

運転者台帳

安全規則 第9条の5

労働基準法第109条

労働基準法施行規則第56条1項第1号

・運転者でなくなった日から3年間

・労働者名簿としても管理する場合は、退職、

 死亡、解雇の日から5年間

乗務員教育記録

（初任、高齢、事故惹起者含む）

安全規則 第10条

指導及び監督の指針 第1章
作成日から3年間

運転者の事故歴

（運転記録証明等）

法令上、保存期間の定めはないが、

乗務員教育記録に準じた取扱い

雇入れ時に過去3年間分以上を取得

教育記録とともに保存（3年間）

適性診断

（初任、適齢、特定診断Ⅰ・Ⅱ）

法令上、保存期間の定めはないが、

乗務員教育記録に準じた取扱い

初任診断：雇入れ後、乗務開始前に受診

適齢診断：65歳に達した日から1年以内に受診し、

     その後3年以内ごとに1度受診

教育記録とともに保存（3年間）

運行管理者選任・解任届出書 解釈及び運用 第19条
最新の選任・解任届出書を保存

選任・解任後1週間以内に届出

整備管理者選任・解任届出書 道路運送車両法 第52条
最新の選任・解任届出書を保存

選任・解任後15日以内に届出

定期点検記録 自動車点検基準 第4条第2項 作成日から1年間

日常点検記録 国交省：整備管理規程（例）から引用 運行終了後1年間

健康診断受診結果 労働安全衛生規則 第51条 作成日から5年間

賃金台帳
労働基準法第109条

労働基準法施行規則第56条第1項第2号
最後に記入した日から5年

勤怠管理に関する書類

（出勤簿、タイムカード等）

労働基準法第109条

労働基準法施行規則第56条第1項第5号

最後に記入した日

または

当該記録に係る賃金支払日の遅い方から5年間

貨物自動車運送事業関連

帳票類の保存期間

○ 表中における根拠法令は、「事業法＝貨物自動車運送事業法」、「施行規則＝貨物自動車運送事業法施行規則」、「安全規則＝貨物自動

車事業輸送安全規則」、「解釈及び運用＝貨物自動車運送事業輸送安全規則の解釈及び運用」、「指導及び監督の指針＝貨物自動車運送事

業者が事業用自動車の運転者に対して行う指導及び監督の指針」を指します。
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